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はじめに

本稿は、中国の公立高級中学（日本の高等学校に相

当）に設置された国際部の特質を明らかにすることを

通して、後期中等教育段階において国際化への対応を

促進する制度的要因を明らかにすることを目的とする。

21 世紀に入り国際化が一段と進展し、ヒトやモノ

が国境を越えて顕著に流動化してきている。教育分野

において流動化を端的に示すのは留学生の動向である。

実際、国際化の指標としてしばしば用いられてきた留

学生数は、近年世界全体で顕著な増加傾向がみられる

が、とりわけ注目されるのはそれに占める中国人の割

合の大きさである 1。また、その中国人留学生に関し

ては、1980年代までは公費派遣が中心であったが、

以後経済発展を背景に私費留学生が増加し、2009年

には中国人留学生総数の約 90％、実数にして 21 万

100 人が私費留学生である 2。さらに近年の傾向とし

て指摘できるのは、中国国内の高級中学卒業後に海外

の大学へ直接進学する者がそうした私費留学生増加の

主たる要因となっていることである 3。例えば、教育

部（日本の文部科学省に相当）の調査によれば、2009

年に高級中学卒業者で中国の大学入学試験（原語：高

考）の受験を放棄した者のなかで 21.1％は海外の大

学への進学を理由としている 4。

そして、都市部ではこうした動向を反映し、海外の

大学進学を希望する生徒にその準備をさせるため、中

等教育段階の国際教育プログラムとして広く認知さ

れている IB（International Baccalaureate）や AP

（Advanced Placement）プログラム等を導入する国

際部 5 を、教育部によって規定された教育課程を実施

する従来の「本部」と区別して設置する高級中学が登

場してきている 6。IBは、定められたカリキュラムを

二年間履修した後、試験に合格して IBディプロマを

取得できれば、それが世界の多くの国の大学入学資格

となるプログラムである。他方のAPプログラムとは、

大学の一般教育課程に含まれる科目内容を高校生が履

修し、その後の試験成績が優秀であれば大学の単位と

して認定されるアメリカのプログラムである。

このように、中国における公立高級中学の国際部で

そうした国際教育プログラムを実施することは、一般

に教育部及び地方教育局の強い管理下にあると言われ

る中等教育段階における国際化の推進という点で着目

すべきである。

現在中国では、国際化問題に関しては高等教育段階

で盛んに議論されてきている 7。ところが、それが中

等教育段階でも顕著に進行しているにも関わらず、そ

れに関するものは、国際化問題を理念レベルで検討し

ている論文 8 か、もしくは国際教育プログラムの実践

を紹介している論文 9 がみられる程度で、高級中学の

国際部において国際教育プログラムを実施する仕組み

まで具体的に分析したものは管見の限り見あたらない。
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要旨：本稿では、中国の公立高級中学に設置された国際部に焦点を当て、その制度的特質を検討することを通して、

後期中等教育における国際化対応を促す要因について明らかにすることを目的とする。分析の結果、次の三点を明ら

かにした。第一に、1980年代以降の改革・開放政策と経済的発展により、海外留学に関心を抱く生徒や保護者が増

加したことを背景に、中国の公立高級中学で国際教育プログラムを導入する法的根拠が示されることで、国際部設置

を制度的に支えることとなった。第二に、国際部における教育課程を検討すると、公立高級中学で国際教育プログラ

ムを導入できる根拠は、それまでの政府の「多様化」政策による、学校が独自に科目を設定することができる「学校

課程」にあることが明らかとなった。第三に、国際部の役割を検討すると、有名進学校の「本部」へ進学することが

叶わなかった生徒の進学先としても機能していることが確認された。
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こうした課題を克服し、国際化に関する学校レベルで

の実態把握を目指すため、本稿では中国の公立高級中

学の国際部に焦点を当て、筆者が直接訪問して収集し

た資料及び教員への聞き取り調査結果を用いながら、

中国の後期中等教育段階における国際化の進展を可能

とする制度的要因を明らかにすることを目的とする。

1. 国際教育プログラムの種類

近年国際教育プログラムが、北京市、上海市、南京

市等の大都市の高級中学に導入されてきていることは、

しばしば中国の新聞紙上をにぎわせてきた 10。それは、

受験の圧力に苦しむ高校生にとって新たな教育課程、

新たな大学進学ルートとして中国国内でも注目されて

きたからである。では、中国において現在、いかなる

国際教育プログラムがどの程度導入されているのであ

ろうか。この点に関して総合的に把握できるデータは

公開されていない。それは、国際教育プログラム導入

以降の期間が比較的短くその運営に関して未だ混とん

とした状態にあるため、教育部や地方の教育局でさえ

実態を完全に把握できていないためである。そのため、

関係者が発表する部分的な情報を手掛かりにつなぎ合

わせて推測していくしかない。例えば王によると、

中国国内でも国際教育プログラムの実践がとりわけ盛

んであると指摘される上海市の高級中学では、IB や

APプログラム以外にも、海外の高校の教育課程の一

部を導入するものや、英語教育に重点を置いた教育プ

ログラムを実践する高級中学がみられるが、各プログ

ラムを実践する高級中学の数を比較すると、IB を実

践しているのは 8校で最も多く、次いで多いのは AP

プログラムを実践する 4校であると指摘している 11。

IBの教育課程は国際バカロレア機構（International

Baccalaureate Organization）によって管理運営さ

れている。IB に参加する生徒は、「言語」、「科学」、

「数学」、「芸術」等の 6つの科目群から 1科目ずつ履

修することに加え、生徒自身が課題を設定する「課題

論文（Extended Essay）」、学際的な観点から個々の

学問分野の知識体系を検討する「知識の理論（Theory

of Knowledge）」、学問以外の生活や地域に根ざした奉

仕活動による経験や共同作業による協調性を重視する

「創造性・活動・奉仕（Creativity, Action, Service）」

を履修する必要がある 12。このように、IB では生徒

は多様な科目をバランスよく履修し、さらにそこでの

教授言語は基本的に英語であるため、グローバル人材

育成という観点からも適切な教育プログラムとして中

国でも注目されている 13。

APプログラムは、高校生が大学の一般教育課程の

授業科目を履修し、その試験結果が優秀であれば、

大学の単位として認定されるアメリカ生まれのプロ

グラムであり、現在アメリカにおける約 90％の大学

（3,293校）がその成績に応じて単位認定している 14。

APプログラムの特徴は、「言語」、「数学」、「歴史」、

「科学」等から「芸術」や「音楽」まで、多様な 33科

目について基準となるカリキュラムが用意されており、

その中から生徒が自らの関心に基づいて自由に科目を

選択履修できる点にある。したがって、制度上は 1科

目のみの履修も可能である。

なお、中国の高級中学で実践される IBや AP以外

の国際教育プログラムとしては、例えば A Level課

程が挙げられる。これは、イギリスにおける大学進学

準備のための二年制の課程（Six Form）である。生

徒は、「英語」と「文学」、「数学」、「物理」、「化学」、

「歴史」、「経済」等の様々な科目のなかから自ら関心

のある 3、4科目を集中的に選択履修し、その後に行

われる試験に合格すれば A Level証書を取得できる。

それは、イギリスのみならず、オーストラリアやニュー

ジーランド等の英連邦の大学への入学に際しても有効

であり、本証書（成績書）と必要書類を志望校に提出

することで合否が審査されることになる 15。

また、PGA（Project of Global Access）を実践す

る高級中学もなかにはみられる。これは中国国際教育

交流センターとアメリカの ACT（American College

Test）が共同で開発した中国人生徒のための国際教

育プログラムであり、現在は主にアメリカの大学でそ

の成績が認定されている 16。同プログラムは、中国人

生徒が中国の教育課程を履修することを前提としなが

ら、それと並行して PGAに含まれる科目を選択履修

する形式を採用している点に特徴がある。そのプログ

ラムの内容は、レベル別に三段階に区分されており、

中心となる科目としては、「英語」、「数学と情報処理」、

「コンピュータ」、「ビジネス」、「自学自習」等である。

上記の王によれば、国際教育プログラムとして定着

しつつあるのは、こうした教育プログラムである。こ

のように多様なプログラムが中国の高級中学において

導入可能であるのは、2000 年の WTO 加盟により、

海外の「教育商品」が国内に流入しやすくなったこと

と、2010 年に出された「国家中長期教育改革和発展

規画綱要（2010－2020年）」によって、国策としてグ

ローバル人材を育成することが焦眉の急となり、その

ために外国の教育資源をできるだけ利用することが奨

励されたからである。
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ただし、上海市で国際教育プログラムを導入してい

るのは、2011年時点で 21校（公立 13校、民営 8校）

であり、同年の高級中学総数が 261 校 17 であること

に鑑みると、割合として高いとは言いがたい。また王

によれば、こうした国際教育プログラムを学ぶ中国人

生徒は 3,114人であり、高校生総数の約 2％にすぎな

いという。ただし、それでも国際教育プログラムが存

在感を増しているのは、公立の 13校はすべていわゆ

る有名進学校、原語で言えば「示範性学校」であるか

らである。「示範性高級中学評価験収標准（通知）」に

よれば、示範性高級中学は、「教育改革に積極的に取

り組み特色ある学校運営を行い、教員の資質が高く、

社会や高等教育機関から高い評価を受ける普通高級中

学」であり、その名声が国際教育プログラムも同時に

引き付けていると言える。

2. 中国の教育課程と国際教育プログラム

（1）高級中学の卒業要件

前節で上海市のケースという限定ではあるが、高級

中学で導入されている国際教育プログラムの種類を明

らかにした。ただし、それだけでは「はじめに」で設

定した課題を解決したことにはならない。換言すれば、

そこでの教育課程の運用実態を明らかにしなければ、

中等教育段階の国際化の進展の状況を検討できないの

である。この点に関する先行研究は皆無に近く、した

がって不明な点が多い。そこで以下では、先に主要な

国際教育プログラムとして紹介されたものを実際に導

入している高級中学のなかから、学校の歴史が長く

「示範性高級中学」と認定され、各プログラムの導入

以後卒業生を送り出している南京市（A校、B校）と

北京市（C校、D校）の高級中学 4校のケースをもと

に検討していくことにしたい 18。

これらの対象校はみな公立の示範性高級中学である

が、各校の国際部がそれぞれ一つのプログラムのみを

実施しているとは限らず、A 校では、IB、A Level

に加えて提携するカナダの高校の教育課程を、また B

校は AP を、C校は APと PGAを、D校は APを導

入していることは注意を要する。さて、こうした国際

教育プログラムの導入に関する最初の疑問は、中国の

教育課程と国際教育プログラムがどのように共存して

いるのかということである。

1980 年代まで、中国の教育課程といえば全国共通

の画一的教育課程と表現されてきたが、1990 年代以

降の教育課程は、その点を改革すべく「多様化・個性

化」をスローガンとして進められてきた。現在の中国

の高級中学の教育課程は、「必修課程」、「選択Ⅰ」、

「選択Ⅱ」という三つに区分されている。そのうち、

「必修課程」は「言語と文学」、「数学」、「人文と社会」、

「科学」、「技術」、「芸術」、「体育と健康」、「総合実践

活動」という八つの領域に分かれているが、各領域に

は複数の科目が設定されている。例えば、「言語と文

学」には「国語」と「外国語」の二科目、「人文と社

会」には「思想政治」、「歴史」、「地理」の三科目、

「科学」には「物理」、「化学」、「生物」の三科目が含

まれていて、こうした各科目に関して修得単位数が規

定されており、それらの合計が 116単位となる 19。

一方、「選択Ⅰ」には「必修課程」の内容をより発

展させたもの、例えば理系であれば「物理」や「化学」

等が含まれ、「選択Ⅱ」には地域や学校の状況、生徒

の関心等を考慮した内容が含まれると規定されている。

実際、「選択Ⅱ」には学校が独自に開設できる「学校

課程」が設けられ、さらには「選択Ⅰ」に含まれる内

容も「学校課程」として扱うことが可能な仕組みとなっ

ているのである 20。また、規定上は、「選択Ⅱ」から

最低 6単位を修得し、「必修課程」の 116単位と合わせ

て合計で 144単位の修得が必要とされているが、実際

には学校側が生徒の修得単位数を 144単位以上、具体

的には 180 や 200 単位に設定することで全体の 30％

を「学校課程」に充てる場合もある 21。このように、

教育課程に関する学校側の管理自主権が強調され、実

質的に裁量が非常に大きいことをまずは指摘できる 22。

そして訪問調査から明らかになった点は、国際部では

この裁量の範囲内で、国際教育プログラムを導入して

いることである。すなわち、主に「選択Ⅱ」を利用し、

そこに国際教育プログラムが組み込まれていることに

なる 23。

次に、中国において、高級中学を卒業するためには、

上述の教育課程の履修に加え、「会考」の受験とそれ

に合格することが必要とされる。この「会考」とは、

「必修課程」について規定単位を修得した生徒を対象

とし、各科目の基礎的内容の習得状況を確認する統一

試験であり、全科目で合格することが高級中学卒業資

格取得の主たる要件となっている 24。この「会考」に

関する規則は省や直轄市ごとに異なり、例えば北京市

では「国語」、「数学」、「外国語」、「政治」、「物理」、

「化学」、「生物」、「歴史」、「地理」の 9科目について

市統一の「会考」を実施している。また、これらは同

じ時期に試験が実施されるのではなく、北京市の場合、

高級中学一学年の生徒については「会考」は実施され

ず、二学年の一学期に「歴史」、「地理」、「物理」、「化
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学」、二学期には「思想政治」、「生物」の試験を実施

し、三学年の一学期に「語文」、「数学」、「英語」につ

いて「会考」が実施される。つまり、実質的な卒業は

先に見た卒業必要単位数の 144単位修得と北京市で統

一的に実施される「会考」の全科目合格が必要条件と

なるのである。

（2）国際教育プログラムの履修方法

こうした「会考」という中国の高級中学卒業資格の

質保証制度の存在に鑑みると、国際教育プログラムの

なかの IB プログラムや A Level は二年間の課程で

あり、IB では 6 科目以上、A Level では 4－5 科目

を丁寧に学習する必要があるため、中国の「必修課程」

を履修できないのではないかという疑問が次に浮かん

でくる。

この点に関する訪問調査の結果、国際教育プログラ

ムの運用方法から、中国の教育課程を履修しないケー

スと履修するケースに区分できることが明らかとなっ

た。先行研究にもあるように、国際部で実施される国

際教育プログラムとしては、IB や AP プログラムが

主流である 25 ため、図 1で、IB と APプログラムと

比較しながらその履修パターンについて検討する。

図 1の右側は IBの履修パターンである。既述のと

おり、生徒は二年間かけて多様な科目をバランスよく

履修しなくてはならない 26。ところが、中国の高級中

学は三年制であることから、その一年目は IBを履修

するための重要な準備期間として位置づけられている。

例えば、A校ではイギリスの後期中等教育段階の教育

内容であるGCSE（General Certificate of Secondary

Education）課程を改良したもの等を第一学年で履修

することで第二学年から始まる IBに備えている 27。

IB には多様な科目がバランスよく配置されている

点が特徴的であり、そのほとんどの科目で英語を用い

た授業が行われる。また、試験内容は主に論述式の筆

記試験であるため、生徒にとって負担の大きいもので

あることは確かであり、したがって「生徒が IB以外

に中国の教育課程を全て履修する余裕はない」28 とい

う。ただし、IB を担当する教員にとっては同プログ

ラムの充実したカリキュラムの履修による生徒の成長

が実感でき、一方で生徒にとっては IBディプロマが

ヨーロッパを中心とする多くの国の高等教育機関の入

学資格としての性格も有するため 29、留学先の選択肢

が拡がる点も IBの魅力となっている。ただし、必然

的に、中国高級中学の「必修課程」は完全に履修でき

ず、そのため「会考」も受験することが困難となる。

現在の中国において、「必修課程」を履修せずに中国

の高級中学の卒業資格を得ることが全くないとは言い

切れないとしても、王が「教育とは特定の文化的基礎

の上に成り立ち、文化の伝承であり」30、また謝が

「国際教育プログラムを行う際は国家の教育課程と並

行して行うべきである」と指摘している 31 ことから、

「会考」の受験及び合格することなしに卒業資格を得

ることはきわめて困難であると考えるべきであろう。

その一方、図 1の左側は、APプログラムの履修パ

ターンである。この APプログラムの特徴は、多様な

33 科目のなかから、生徒自身が自由に科目を選択履

修できる点にあり、制度的には 1科目のみの履修でも

可能である。現地校での調査によれば、アメリカの大

学進学を希望する生徒の多くが理系であるので、実際

に提供されるのは、「物理」や「化学」等の理系科目

を 5あるいは 6科目であるという 32。これらの科目を

履修してAP試験を受け、好成績を収めることによっ

て、アメリカの名門大学に進学していくという。

繰り返しになるが、現在の高級中学の教育課程には、

学校が独自に設定できる「学校課程」が含まれている。

APプログラム等の国際教育プログラムは、その「学

校課程」として位置づけられていることになる。その

ため、生徒はAP科目を「必修課程」と並行して履修

することが可能となり、「会考」も受験でき、中国の

高級中学卒業資格も得ることができるのである 33。

この点は多様な科目内容のバランスを重視する IB

の場合とは大きく異なっており、そのため APプログ

ラムの履修負担は IBよりも小さいと指摘されること

になる 34。AP プログラムを導入する高級中学が多い

背景には、当然アメリカ高等教育の研究水準の高さを

理由として、アメリカ留学希望者が多く存在している

ことも挙げられるが 35、履修科目数や時間数について

制限が設けられておらず、その利便性から中国の高級

中学でも受け入れやすいと判断されるからである 36。
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図 1 国際教育プログラムの履修パターン

出所）現地校での聞き取り調査をもとに筆者作成。



（3）国際教育プログラムと「会考」

国際教育プログラムを中国の教育課程の一部とし、

卒業単位として認定している現状は、そうした教育プ

ログラムへの「柔軟な対応」であると言える。実は、

中国では、IB や AP を高級中学で行うことについて

具体的に規定した法規はまだ整備されておらず、公立

学校を管理する省や市、あるいは教育部が適宜承認し

ているのが現状である 37。したがって、「会考」に関

しても地域によってきわめて多様な「柔軟な措置」を

講じていることもまず指摘しなければならない。

例えば、北京市による正式な認可を経て国際教育プ

ログラムを行う高級中学に在籍する生徒で、国際教育

プログラムの履修に加え、「思想政治」、「語文」、「歴

史」、外国語等の必修課程に含まれる科目を履修した

者は、北京市の「会考」の受験科目は「思想政治」、

「語文」、「歴史」の三科目のみとなり、残りの「会考」

の科目は、国際教育プログラムの試験を受けることで

代替が可能と承認されている 38。「会考」におけるそ

うした代替措置の講じ方は、地域によって異なる。た

だ、いずれにせよ、「会考」とは高級中学において生

徒が最低限修得すべき内容を身につけたかどうかを確

認する試験であるが、これに国際教育プログラムが取っ

て代わる仕組みが正式に採用されていることに鑑みれ

ば、北京市の高級中学の教育課程においてそれがすで

に影響力を有していると考えられる。では、こうした

国際部は法制上どのように位置づいているのであろう

か。

3. 国際部の法制上の位置

（1）民営学校の登場

中等教育段階における「国際化」の導入を象徴する

国際部について論じる場合、それと深く関わる学校運

営主体の「多様化」について最初に言及する必要があ

る。周知のとおり、中国では 1993年の「教育改革和

発展綱要」以降、市場原理が本格的に導入され、従来

は国家による統一的管理下に置かれていた設置・運営

主体に民間を加え、多様な形式での学校運営が奨励さ

れることとなった 39。それにより、例えば企業や個人、

公立学校が設置する民営（原語：民弁）学校もみられ

るようになり、以後「中華人民共和国教育法」（1995

年）や「中華人民共和国民弁教育促進法」（2002 年）

等、関連法規が整備されるとともに、それらは量的に

も増加していった。実際、2009 年時点で中国の高級

中学在籍者総数のうち、民営学校に在籍する生徒数の

割合は 9.45％であり、その校数に着目すると、高級

中学総数に占める民営学校数の割合は 18.28％に及ん

でいる 40。

民営学校が社会の支持を受ける要因として、大塚は

次の二点を指摘している 41。一つは、教育内容の充実

である。民営学校でも基本的に教育部が規定する教育

課程に従うが、その特色を出すために外国語やコンピュー

タといった社会のニーズに応じた科目を突出させてい

る。もう一つは、潤沢な資金を生かして質の高い経験

豊富な教員を採用することに成功し、実際に生徒の学

力向上等に貢献していることである。また、その背後

には、成果を上げられない教員の排除等を可能にする

運営自主権が存在していることも忘れてはならない。

そして、その「多様化」の流れのなかで、「国際化」

への対応を意識した取組みが登場してくることになる。

例えば、王・竹熊は、北京市と上海市の「個性化」を

図る高級中学での聞き取り調査をもとにその実態を明

らかにするなかで、短期留学や外国人教員の招聘等を

含めた外国の学校との交流をその特徴の一つとして捉

えている 42。また、費は高級中学の学費に着目し、そ

の学校間格差について言及するなかで高級中学の特色

についても検討しており、民営高級中学は海外の大学

への留学を有利にするコース等を設けることで多くの

生徒が入学を希望していることを指摘している 43。以

上の先行研究からは、民営高級中学がその裁量を生か

し、それぞれの特色を出すために「国際化」へ対応し

ている事実を把握することができる。

（2）国際部設置の背景

公立高級中学における国際部の設置は、もともと外

国人学校と関連していた。1980年代以降、「改革・開

放」政策のもとで中国在住の外国人の数が増加したこ

とに伴い、その子女を対象とした教育を行う外国人学

校の必要性が叫ばれ始めた。それを受けて、1995年

には外国人学校に関する法規として「外国籍子女学校

運営法（原語：関于開弁外籍人員子女学校的暫行管理

弁法）」が施行され、以後徐々に外国人学校は増加し

ていった。また、その教育課程の決定権について、同

法第九条では学校に委ねていたため、外国人学校にお

いては国際教育プログラムを行うことが可能であった。

ただし、同法第八条には、「学校の募集対象生徒は、

中国国内における居留ビザを有する外国籍子女であり、

中国籍の子女を入学させてはならない」と規定されて

おり、その対象はあくまでも外国籍子女に限られてい

た。

ところが、その後都市部を中心として人々の所得水
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準がさらに上昇したことで、子どもの教育へ巨額の投

資を行い、海外留学のために中国国内でも国際教育プ

ログラムを要求する保護者が多くなっていた 44。こう

したニーズを満たしたのが「中外合作弁学」という制

度である。この「中外合作弁学」とは、中国と外国の

教育機関が共同で中国国内において中国人生徒を対象

として行う教育活動を指し（「中華人民共和国中外合

作弁学条例」第二条）、そこでは質の高い海外の教育

資源を導入することが奨励されている（同第三条）。

また、この「中外合作弁学」の運営主体は、義務教育、

軍事や政治等の特殊な性質を備える教育、宗教教育を

行わない教育機関が対象であり（同第六条、七条）、

そのため高等教育のみならず高級中学も省・直轄市の

許可を得れば、当然「中外合作弁学」を行うことがで

きることとなった。

1990 年代以降社会主義市場経済体制への移行や世

界貿易機構（WTO）への加盟を背景として、高等教

育を中心に教育分野における「国際化」の導入は喫緊

の課題となり、「中外合作弁学」に関する法的整備も

徐々に行われてきた 45 ことで、中国の教育機関におい

て中国人生徒を対象として海外の教育プログラムを導

入する法的根拠ができたのである。ただし、公立高級

中学が「中外合作弁学」として国際教育プログラムを

行うのは、「本部」ではなく、それとは区別されて新

たに設置された国際部であった。

（3）「校中校」としての役割

公立高級中学が「本部」とは別に設置された国際部

において「中外合作弁学」を行う理由は、国際部の性

格が関係している。「中外合作弁学」の主体について、

「中華人民共和国中外合作弁学条例実施弁法」第四条

で「民営教育が得る扶助と奨励措置を受ける。」と規

定されたことは、国際部が民営学校として扱われるこ

とを意味した。つまり、公立高級中学が「中外合作弁

学」を行う場合、民営学校としての性格を備えた国際

部を運営していることになる。

こうした制度的仕組みは、1990年代後半から登場

した「校中校」と関連している。もともと中国では中

等教育の 6年間を一つの教育段階としてとらえ、初級

中学（日本の中学校に相当）と高級中学は同じ敷地内

に位置することが多かった。それが、1986 年の「義

務教育法」をうけて 9年制義務教育が本格的に実施さ

れることで、義務教育段階にある初級中学が高級中学

と分離され、高級中学が元の初級中学の校舎を利用し

て民営の初級中学を運営したことに始まり、授業料等

の歳入費を集積することを目的の一つとした、公立学

校によって設置される民営学校が「校中校」と呼ばれ

るものであった 46。

そして「中華人民共和国民営教育促進法実施条例」

第六条において、「民営学校は公立学校と分離した校

舎及び基本的な教育教学施設を備え、独立した財政会

計制度、生徒募集、学業証書公布を行わなければなら

ない。」と「校中校」を規定しているように、国際部

と「本部」は建物自体が別に構えられており、その入

学試験も別々に実施される。そのため、有名校への進

学を希望する生徒にとって国際部は、国際化への対応

という国際部設置の本来の理念とは異なる意義を持つ

ことになる。すなわち、有名進学校の本部への進学が

叶わない生徒にとっての進学先としての役割がみられ

るのである。実際、入学にあたって必要となる成績に

ついては、「本部」よりも国際部の方が低いケースが

みられる。例えば C校国際部の場合、「生徒の英語能

力は十分に必要とされるが、英語以外の一般科目の成

績はさほど高くなくとも入学することができる。」47

また、筆者による調査対象校ではない別の高級中学で

も、入学試験の成績は「本部」と国際部では最大 30

点の差があるという 48。

一方、学校側にとって「国際部」は、高額の授業料

を徴収できる組織ということにもなる。訪問した 4校

の学費に着目すると、年間約 4 万元から 10 万元

（1元＝約 17円）と極めて高く設定されていることが

わかった。これらの高級中学の「本部」は、年間

1,600 元から 3,500 元の間であり、この点からも国際

部との差は歴然としている。つまり、国際部に在籍で

きる生徒はこうした経済的な面から限定され、一方で

高級中学にとって国際部は歳入集積という目的を果た

してもいるのである。

おわりに

以上本論で、公立高級中学内に開設された国際部に

着目し、そこで導入される国際教育プログラムや法制

上の諸問題を検討してきた。本論で具体的に明らかに

したことは以下の三点である。

第一に、1980 年代以降の改革・開放政策と経済的

発展により、海外留学に関心を抱く生徒や保護者が増

加したことを背景に、「中外合作弁学」という制度が

構築され、国際教育プログラムを行う法的根拠が示さ

れた。公立高級中学では国際部を設置し、そこで国際

教育プログラムが実施されるようになったが、この国

際部は、法律上は民営学校に位置づいており、したがっ
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てそれは、1990 年代から増加してきた公立高級中学

が民営の初級中学を運営するといった、いわゆる「校

中校」の新たなタイプであると指摘できる。

第二に、その国際部での教育課程を検討すると、こ

うした国際教育プログラムを導入できる根拠は、それ

までの政府の「多様化」政策によって公立高級中学の

教育課程においても認められてきた、学校独自に科目

を設定できる「学校課程」を利用していることが明ら

かとなった。APプログラムへの参加の場合は、生徒

は中国の高級中学卒業資格を満たすための「必修課程」

に加え、AP科目を選択履修することができ、中国の

高級中学においてより導入しやすいことが確認できた。

中等教育段階までの教育課程は国内的なものと一般に

指摘されるなかで、中国においては、AP や PGA等

の国際教育プログラムがそのなかに正式に位置づいて

きていることの意味は大きいと言えよう。

第三に、中等教育段階で国際化へ対応することを目

的に設置された国際部ではあるが、その役割を検討す

ると、有名進学校の「本部」へ進学することが叶わな

かった生徒の進学先としても機能していることが確認

された。国際部の学費が本部のそれと比較すると極め

て高く設定されていることから、国際部への進学は家

庭の経済状況にも大きく影響されるのである。

このように、中国では現在、中等教育段階で国際化

へ対応するために国際部を設置する高級中学がみられ

るが、そこで導入される教育プログラム、その教育プ

ログラムの運営方法、さらには国際部が担う役割等、

きわめて多様化していると言える。こうした多様性を

伴う中国高級中学国際部について、それに関する法的

整備も含めて今後の動向が注目される。
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The Possibility and Reality of International Divisions of
Senior High Schools in China

Faculty of Liberal Arts, Department of Life Planning
Kaori ONODERA

Abstract

This paper focuses on the features of ‘international divisions’ inside senior public high schools in China,
which are increasing the number in recent years, and aims to clarify the reasons why they are popular and
are able to respond to the internationalization in a secondary education setting. As a result of the analysis,
the following three points were pointed out. First, as the number of the students and parents, who are inter-
ested in studying abroad, increases, it became legally possible based on some related governmental regula-
tions for international divisions of public senior high schools to introduce international education programs
such as International Baccalaureate（IB）or Advanced Placement（AP）since 1990s. Second, focused on the
curriculum in international divisions, they introduce the international education program as ‘school based
curriculum’, in which each school can decide the contents freely. It is one of the results of the deregulation
policy. Third, when the role of the international divisions is examined, it is found that they work as ‘alter-
native places’ that cannot pass the senior high school examination.
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